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（２）自己評価 

 上半期終了後及び年度終了後、計画の実施状況について自己評価を実施した（上半期終了後の評価は 2013 年 11 月１日

公表、年度終了後の評価は 2014 年６月 25 日公表）。自己評価においては、（ア）2012 年９月に新たに策定した「一者応

札問題の改善策」の実行を徹底し、一者応札比率が 2011 年度比で 2.5％改善したこと、（イ）形式的な競争入札を行うこ

とを不要とするため、必要な技術又は設備等を明示した上で参加者を募る「公募（入札可能性調査）」の実施ルールを整

備したこと、（ウ）スケールメリットによる効果を出すため、府省間の共同調達を一部拡大した上で実施したこと、（エ）

一層安価な調達を可能とするため、インターネット（クレジットカード活用）による調達を実施したことなどを確認し、

その後の計画の実施や策定に反映させた。 
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平成 26 年度税制改正大綱に盛り込まれた、経済産業省

関連主要事項は以下のとおりである。 

 

◆車体課税の見直し 

◆復興特別法人税の１年前倒し廃止 

◆生産性向上を促す設備等投資促進税制の創設 

◆研究開発税制の拡充・延長 

◆企業のベンチャー投資促進税制の創設 

◆事業再編を促進するための税制措置の創設 

◆所得拡大促進税制の拡充・延長 

◆中小企業投資促進税制の拡充・延長 

◆中心市街地活性化のための税制措置の創設 

◆石油精製過程での非製品ガスの石油石炭税の還付制度

の創設 

 

2014 年度税制改正は、自民党政権の下、自民党税制調

査会、公明党税制調査会、及び与党税制協議会において議

論された。 

経済産業省は、経済産業省税制改正要望をとりまとめ、

8 月 30 日に財務省及び総務省に提出した。2014 年は例年

と異なり、二度にわたって大綱がとりまとめられた。それ

ぞれの概要は以下のとおり。 

 

一つ目は、2013 年 10 月 1 日にとりまとめられた、「民

間投資活性化等のための税制改正大綱」である。「日本再

興戦略」に盛り込まれている民間投資を活性化させるため

の税制措置等が通常の年度改正から切り離されて前倒し

で決定された。主な経済産業関係税制改正事項は以下のと

おり。 

 

◆生産性向上を促す設備等投資促進税制の創設 

◆中小企業投資促進税制の拡充・延長 

◆研究開発税制の拡充・延長 

◆事業再編を促進するための税制措置の創設 

◆企業のベンチャー投資促進税制の創設 

◆所得拡大促進税制の見直し・拡充 

 

 二つ目は、2013 年 12 月 12 日にとりまとめられた、「平

成 26 年度税制改正大綱」である。秋の大綱（民間投資活

性化等のための税制改正大綱）の決定事項を含む形で、平

成 26 年度の税制改正大綱が自民党・公明党の税制調査会

での議論を経て決定された。 

 

平成 26 年度の主な経済産業関係税制改正事項は以下のと

おり。 

１．車体課税の見直し 

◆自動車取得税の段階的引下げ・廃止、エコカー減税の拡

充 

・消費税８％時点で自動車取得税の税率を引下げ（登録車

５％→３％、軽自動車３％→２％）、消費税 10％時点で

廃止。 

・エコカー減税を拡充する。 

◆自動車重量税のエコカー減税の拡充・経年車重課強化 

◆自動車税のグリーン化特例の拡充・経年車重課強化 

◆軽自動車税の見直し 

・平成 27 年度以降に取得した新車について税率を 1.5 倍

に（自家用乗用車以外は 1.25 倍）。平成 28 年度分から

経年車重課を行い、併せて軽課についても検討を行う。 

・二輪車については、平成 27 年度から税率を引き上げる。 

◆消費税１０％時点での自動車税の見直し 

・自動車税に取得時の課税として環境性能割を導入。自動

車税（排気量割）のグリーン化特例は、対象を重点化し

た上で軽課を強化。 

・幅広い関係者の意見を聴取しつつ、平成 27 年度改正で

結論を得る。 

 

２．経済の「好循環」・持続的な経済成長の実現 

◆復興特別法人税の１年前倒し廃止 

・足元の企業収益を賃金上昇につなげるきっかけとする。

法人実効税率を約 2.4％引下げ。（38.01％→35.64％） 

◆【検討】 法人実効税率の引下げ 

・大綱の「基本的考え方」において、わが国経済の競争力

の向上、法人実効税率を引き下げる環境作りの重要性、
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法人実効税率引下げと企業行動の関係などを踏まえつ

つ、検討を進める旨明記。       

今後、早期に国際水準まで引き下げることを目指し、検

討を加速する。 

◆【検討】 償却資産に係る固定資産税の見直し 

・大綱の検討事項に「新たな投資による地域経済の活性化

の効果（・・・）など幅広い観点から、引き続き検討す

る」旨初めて位置づけ。 

◆【新設】生産性向上を促す設備等投資促進税制 

・生産性向上設備投資について即時償却又は５％の税額控

除 

◆【拡充・延長】研究開発税制 

・増加型の控除割合を増加割合に応じて拡充（5％→最大

30％） 

◆【新設】企業のベンチャー投資促進税制 

◆【新設】事業再編を促進するための税制措置 

◆【拡充・延長】所得拡大促進税制 

 

３．雇用を支える地域経済・中小企業の活性化 

◆【延長・拡充】 交際費課税の特例措置 

・中小法人の交際費の 800 万円まで 100％損金算入できる

措置を延長する。（２年間） 

・全法人で、交際費（飲食費に限る）の 50％を損金算入

できる措置を創設。（２年間） 

 ※中小法人は現行措置との選択適用可 

◆【新設】 中心市街地活性化のための税制措置 

・中心市街地活性化法の改正にあわせ、中心市街地活性化

の核となる民間事業について、建物等の割増償却や土

地・建物の取得時に係る登録免許税の軽減措置を創設す

る。(法人税：1年間、登免税:２年間) 

◆【検討】 小規模事業者の振興を図る税制措置 

・大綱の検討事項に「小規模企業等に係る税制のあり方に

ついては（・・・）幅広い観点から検討する」旨記載。

今後、小規模企業振興基本法の制定を踏まえ、その振興

を図る観点から、検討を進める。 

◆【拡充・延長】中小企業投資促進税制の拡充・延長 

・生産性向上設備について税額控除拡大 等 

 （資本金１億円まで：７％、3000 万円まで：７％→10％） 

◆【延長】中小企業者の少額減価償却資産の特例措置 

◆【新設】産業競争力強化法に基づく創業等に係る登免税

の軽減 

 

４．エネルギー安定供給・資源の戦略的確保 

◆【新設】 石油精製過程での非製品ガスの石油石炭税の 

還付制度 

・石油精製業の経営基盤・国際競争力を強化するため、商

品価値が無く、販売できないガス（非製品ガス）に係る

石油石炭税の還付制度を創設する。（３年間） 

◆【延長】 海外投資等損失準備金制度 

・海外で行う探鉱・開発事業の損失に備えた準備金の積立

てを認める措置を延長する。（２年間） 

◆【延長】 再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産

税の課税標準の特例措置 

・固定価格買取制度の認定を受けた太陽光、風力等の再エ

ネ発電設備に係る固定資産税の軽減措置を延長する。

（２年間） 

 

５．我が国へのヒト・モノ・カネの呼び込み 

◆【延長】 アジア拠点化のための税制措置 

・海外からの投資を呼び込み、我が国をアジアの中核拠点

にするため、アジア拠点化推進法の認定を受けたグロー

バル企業への税の優遇措置を延長する。 

（所得税：２年間、法人税：１年間） 

 

５．地球温暖化対策のための税【大綱の検討事項（抜粋）】 

・「地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例措置

を講じているが、この税収はエネルギー起源ＣＯ２排出

抑制のための諸施策の実施のための財源として活用す

ることとなっている。」 

・「森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する財

源の確保について、財政面での対応、森林整備等に要す

る費用を国民全体で負担する措置等、新たな仕組みにつ

いて専門の検討チームを設置し早急に総合的な検討を

行う。」 

 

 以上 
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第６章 財政投融資の概要 

１．2013 年度財政投融資計画の概要 

【総括表（補正後）】   （金額単位：億円） 

 財政 

融資 

産業 

投資 

財投 

規模 

株式会社日本政策金融公庫    

（中小企業向け業務） 17,100  455 18,655

（特定事業等促進円滑化業務） 1,000 － 1,000

独立行政法人石油天然ガ

ス・金属鉱物資源機構 
33 1,125 1,158

株式会社海外需要開拓支援

機構 
－ 500 500

株式会社産業革新機構 － 300 300

エネルギー対策特別会計 231 － 231

独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構 
－ 1 1

（注１）財投規模は、財政融資及び産業投資のほか、

政府保証を加えた額。なお、政府保証の措置は株

式会社日本政策金融公庫に対する 1,100 億円のみ。 

（注２）上記は全て 2013 年度補正予算（2014 年２

月成立）を含む額。補正額は、株式会社日本政策

金融公庫: 500 億円（財政融資）、株式会社産業

革新機構：200 億円（産業投資）。 

 

【主要施策項目】 

１．１．株式会社日本政策金融公庫 （中小企業向け業

務） 

(1) 東日本大震災からの復旧支援（財政融資・産業投

資） 

東日本大震災により被害を受けた中小企業の復旧・復

興を図るため、「東日本大震災復興特別貸付制度」及び

「震災復興支援資本強化特例」により、中小企業の資金

繰りを支援した。また、震災により廃業した中小企業が、

再起を図る際の資金を供給するため、「新企業育成貸付

（再挑戦支援資金）」により支援した。 

 

(2) 被災地復興のための投資促進支援（財政融資） 

東日本大震災により悪化している経済状況の下で、

「設備資金貸付利率特例制度」により、被災地域の復興

に資する長期の設備投資を行う中小企業の資金繰りを

支援した。 

(3) セーフティネット金融の充実（財政融資） 

急激な円高等の影響を受けた厳しい経済環境におい

て、中小企業への円滑な資金供給に万全を期すため、「セ

ーフティネット貸付制度」により、中小企業の資金繰り

を支援した。また、認定支援機関等の経営支援を受ける

中小企業等を対象に低利で融資できるように制度拡充

を行った。 

 

(4) 経営支援と一体となった金融支援（財政融資） 

「新企業育成貸付（中小企業経営力強化資金）」によ

り、認定支援機関の経営支援を受ける創業・経営多角化

等の新たな事業活動への挑戦を行う中小企業を支援し

た。 

 

(5) 海外市場展開への支援（財政融資） 

グローバル化など経済の構造的変化に適応するため、

「企業活力強化貸付制度（海外展開資金）」により、中

小企業が行う海外展開事業を支援した。 

 

(6) ものづくり中小企業の市場拡大の支援（財政融資） 

「企業活力強化貸付制度（企業活力強化資金）」によ

り、販路開拓や試作品開発等のための資金を供給し、積

極的な新規市場の開拓等を図る中小企業を支援した。 

 

(7) 商店街の活性化に係る事業の支援（財政融資） 

「企業活力強化貸付制度（企業活力強化資金）」によ

り、地域住民のニーズに対応し、商店街が一体となって

取り組む商店街の特色を活かした事業について、資金面

の支援を行った。 

 

(8) 地方公共団体と連携した取組の支援（財政融資） 

地域経済の実態を踏まえた金融支援を充実させるた

め、地方公共団体の認定・確認制度等と連携した融資制

度（「企業活力強化貸付制度（地域活性化・雇用促進資

金）」）により、地域経済振興に資する中小企業の活動

を支援した。 

 

(9) 新分野への進出、企業再建等の支援（産業投資） 

自助努力による新分野等への進出及び企業再建等を

促すため、中小企業の財務体質を強化し、民間金融機関
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